
新型コロナウイルスの影響を受けながらも、
販路開拓や業務効率化等に取り組む事業を支援します！

新型コロナウイルスの影響を受けながらも、
販路開拓や業務効率化等に取り組む事業を支援します！

令和２年度災害時等中小企業者持続化支援事業費補助金【一般型】公募案内

１．補助金の概要

（お問い合わせ）
大分県商工観光労働部商工観光労働企画課商工団体班
〒870-8501 大分県大分市大手町3丁目1番1号
TEL：097-506-3218 FAX：097-506-1752
Mail：a14110@pref.oita.lg.jp

※詳細及び留意点について、必ず公募要領にてご確認ください

補助対象者

以下の全てに該当する中小企業者等
ｱ.県内に主たる事務所を有する中小企業者
ｲ.新型コロナウイルス感染症による経営上の直接的な影響(従業員の罹患)
または間接的影響(前年同月比10%以上の減少)を受けている中小企業者
ｳ.感染症に対する事業継続計画(BCP)を作成している(する)中小企業者
※国の小規模事業者持続化補助金の対象となる小規模事業者は対象外です。

補助対象事業

・販路開拓等の取組【必須】
例1）小売店が外出自粛等で店舗販売の縮小を補うべく、ネット販売シス

テムの強化、構築等
・販路開拓と合わせて行う業務効率化の取組【任意】
例2）従業員の作業スペースの確保、事務室内の飛沫防止対策の取組によ

る従業員の健康管理対策等

補助対象経費
①機械装置等費、②広報費、③展示会等出展費、④旅費、⑤開発費、⑥資料
購入費、⑦雑役務費、⑧借料、⑨専門家謝金、⑩専門家旅費、⑪設備処分費、
⑫委託費、⑬外注費
注）汎用性が高いもの(自転車、パソコン等)は対象となりません。

補助率 補助対象経費の2/3（上限50万円）

補助対象期間 交付決定日～令和3年3月31日

２．募集期間 令和2年5月22日(金)～随時募集

３．応募方法 必要書類を作成のうえ、下記提出先に郵送で提出ください。
※申請書様式は県庁ＨＰからダウンロードできます。
http://www.pref.oita.jp/soshiki/14000/tyushojizokuka.html

４．具体的取組み例
従業員・顧客の健康衛生対策の取組

・店舗・事務所の改装
⑨設備処分費
⑬外注費

・衛生環境ＰＲ
②広報費

【成果】
顧客が安心して来店でき、
新規顧客を獲得
合わせて衛生対策強化

・顧客との対面対応によ
る飛沫感染のリスク
・デスクの距離感による、
事務所内の感染リスク



新型コロナウイルスが事業環境に与える影響を
乗り越えるために、具体的な対策に取り組む事業者を支援します！
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令和２年度災害時等中小企業者持続化支援事業費補助金【コロナ特別対応型】公募案内

１．補助金の概要

（お問い合わせ）
大分県商工観光労働部商工観光労働企画課商工団体班
〒870-8501 大分県大分市大手町3丁目1番1号
TEL：097-506-3218 FAX：097-506-1752
Mail：a14110@pref.oita.lg.jp

※詳細及び留意点について、必ず公募要領にてご確認ください

補助対象者
【一般型】と同様
※【コロナ特別対応型】では一般型「イ」の要件はありません。

補助対象事業

【一般型】の販路開拓の取組に加えて、
補助対象経費の1/6以上が、以下要件に合致する投資であること
Ａ：サプライチェーンの毀損への対応
Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換
Ｃ：テレワーク環境の整備

補助対象経費

①機械装置等費、②広報費、③展示会等出展費、④旅費、⑤開発費、⑥資料
購入費、⑦雑役務費、⑧借料、⑨専門家謝金、⑩専門家旅費、⑪設備処分費、
⑫委託費、⑬外注費
注）汎用性が高いもの(自転車、パソコン等)は対象となりません。

補助率 補助対象経費の2/3（上限100万円）

補助対象期間 交付決定日～令和3年3月31日

２．募集期間 令和2年5月22日(金)～随時募集

３．応募方法 必要書類を作成のうえ、下記提出先に郵送で提出ください。
※申請書様式は県庁ＨＰからダウンロードできます。
http://www.pref.oita.jp/soshiki/14000/tyushojizokuka.html

４．具体的取組み例

Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換 ・ＨＰの作成
インターネット販売
②広報費

・専門家
⑨専門家謝金

【成果】
売上げの維持
新規顧客の確保

Ａ：サプライチェーンの毀損への対応

・店舗販売のみ
【既存】

コロナの影響で
部品調達困難

・部品製造の内製化
①機械装置等費

・臨時的な雇い入れ
⑦雑役務費

【成果】
サプライチェーンの確保
委託費用の見直しによるコ
スト削減


